
 
 

令和 7 年度公共事業再評価調書修正対比資料（河川事業） 

１ 出来川：事業の概要について 

（１）調書の修正 

修正前 修正後 

事業の概要 事業内容 

 

 

事業の概要 事業費 

 

 

事業の概要 事業内容 

 

 

 

 

 

事業の概要 事業費 
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○事業費増減対照表 

 

 

 

 

 

○事業費増減対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本工事費（築堤・掘削・護岸工）内に付帯工事となる橋梁工等を含めていたため修正しました。 

 

 ・本工事費     ×５２．８億円 ⇒ ○４２．６億円 

 ・測量及び試験費  × ５．０億円 ⇒ ○ ６．３億円 

 ・その他工事費等  ×３１．９億円 ⇒ ○４０．８億円 

 ・全体事業費     ９５．３億円 ⇒  ９５．３億円 
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事業の概要 事業の進捗状況 

○事業期間 

 
 

 

 

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】 

・当該事業区間の地盤は軟弱であり、地盤強度確保のため緩速載荷工法により施工

しているため、施工に時間を要しており年間投資可能額が限られてくる。このこ

とから事業採択から現事業の進捗状況を勘案し令和 30 年度まで延伸する。   

                                    

 

 

 

 

事業の概要 事業の進捗状況 

○事業期間 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】 

・当該事業区間の地盤は軟弱であり、地盤強度確保のため緩速載荷工法により施工

しているため、施工に時間を要しており年間投資可能額が限られてくる。このこ

とから事業採択から現事業の進捗状況を勘案し令和 30 年度まで延伸する。なお、

他の軟弱地盤対策工と比較検討し、経済性に優れる当工法を採用している。 

 

 

 

 

3



 
 

事業の効率性 代替案との比較検討 

・計画については、特に江合川本川との合流点処理について、下記の理由によりセ

ミバック堤方式を採用しており、現計画が最適であり代替案は無い。 

・出来川の流出が遅く、江合川本川がピーク時でもかなりの合流量が予想されるこ

とから、自己流堤とした場合には、かなりの容量の調節地または河道ポンプが

必要となる。 

・完全バック堤とした場合は、バック区間がＪＲ東北本線地点まで及ぶため、かな

りの用地面積（約 26 万 m3）が必要となる。 

 

事業の効率性 費用対効果 

【事業の便益（B）】被害額 

 

事業の効率性 代替案との比較検討 

・計画については、特に江合川本川との合流点処理について、下記の理由によりセ

ミバック堤方式を採用しており、現計画が最適であり代替案は無い。 

・出来川の流出が遅く、江合川本川がピーク時でも相当量の合流が予想されること

から、自己流堤とした場合には、相当な容量の調節地または河道ポンプが必要

となる。 

・完全バック堤とした場合は、バック区間がＪＲ東北本線地点まで及ぶため、多く

の用地面積（約 26 万 m2）が必要となる。 

 

事業の効率性 費用対効果 

【事業の便益（B）】被害額 
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２ 洞堀川：事業の概要について 

（１）調書の修正 

修正前 修正後 

事業の概要 事業内容 

 

 

事業の概要 事業費 

 

 

事業の概要 事業内容 

 

 

 

 

 

事業の概要 事業費 
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○事業費増減対照表 

 

 

 

 

 

○事業費増減対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6



 
 

事業の概要 事業の進捗状況 

○事業期間 

 
 

事業の効率性 費用対効果 

【事業の便益（B）】被害額 

 

事業の概要 事業の進捗状況 

○事業期間 

 
 

 

 

 

 

 

 

事業の効率性 費用対効果 

【事業の便益（B）】被害額 
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